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令 和 ６ 年 度 小 田 原 市 公 設 水 産 地 方 卸 売 市 場 再 整 備 基 本 構 想 策 定 支 援 業 務  

公 募 型 プ ロ ポ ー ザ ル 実 施 要 領  

 

１ 業務概要 

(1)業務名 

令和６年度小田原市公設水産地方卸売市場再整備基本構想策定支援業務 

（以下「本業務」という。） 

(2)業務の目的 

本業務は、築55年以上が経過し老朽化と腐食が進んでいる公設水産地方卸売

市場の再整備について、全国的に卸売市場を取り巻く環境が新型コロナウイル

ス感染症による社会情勢の変化や市場経由率の低下、物流の2024年問題などに

より大きく変化していることから、それらを踏まえ、小田原市卸売市場審議会

（以下「審議会」という。）の水産部会を検討の主体とし、市場関係者から推

薦を受けたステークホルダーや有識者により構成する（仮称）水産市場再整備

基本構想検討会議（以下「検討会議」という。）を開催して、必要な機能・規

模の再算定、将来どのような市場を目指すかを明確化し、持続可能な市場運営

が可能となるように施設の将来像を描きながら「令和６年度小田原市公設水産

地方卸売市場基本構想（案）」（以下「基本構想案」という。）を作成するこ

とを目的とする。 

(3)業務内容 

別紙「仕様書」のとおり 

(4)業務期間 

契約締結日から令和８年（2026年）３月31日まで 

(5)提案上限額 

14,933,000円（消費税及び地方消費税相当額を含む。） 

ただし、令和６年度は2,987,000円、令和７年度は11,946,000円を上限とす

る。 

 

２ 参加資格要件 

本プロポーザルに参加することができる者（以下「参加者」という。）は、単体企

業又は複数の事業者により構成される共同企業体とし、次の全ての要件を満たして

いる者とする。 

(1)単体企業の場合 

ア 小田原市契約規則（昭和39年規則第22号）第５条の規定に該当する者であ

ること。 

イ 小田原市工事等入札参加資格者の指名停止措置要領に基づく指名停止処分

を受けていないこと。（参加申込書の提出期限から候補者の選定の日まで） 
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ウ 提出された書類の記載事項に虚偽がないこと。 

エ プロポーザル審査委員会の委員が経営又は運営に関与していない者である

こと。 

オ プロポーザル方式による業務（以下「該当業務」という。）に係る営業種目

「建築設計」または「水産土木」において、小田原市競争入札参加資格者

名簿に登録されている者であること。ただし、小田原市競争入札参加資格

者名簿に未だ登録されていないが、参加申込書を提出した時点で、該当業

務に係る営業種目において現に申し込み中であり、候補者を選定する期日

までに登録が完了する場合は例外とする。 

カ 平成26年度（2014年度）から令和５年度（2023年度）【過去10年間】までの

期間において、国または地方公共団体が発注する同種業務※を受注し、かつ

履行した実績を１件以上有していること。 

※「同種業務」とは、卸売市場の新設又は再整備に係るあり方・基本方針の検討、基

本構想及び基本計画などの策定業務（設計業務を除く）をいう。 

キ 管理技術者は、仕様書「５ 業務内容」における各業務の担当技術者を統括

し、円滑な業務遂行を図る責任者として、カに掲げる同種業務に従事した

実績を有し、本業務に必要な技術力、マネジメント能力及びコミュニケー

ション能力を有する者を選任すること。 

(2) 共同企業体の場合 

ア 全ての構成員が小田原市競争入札参加資格者名簿に登録されているととも

に、(1)アからエまでの要件を全て満たすこと。ただし、小田原市競争入札

参加資格者名簿に未だ登録されていないが、参加申込書を提出した時点

で、現に申込み中であり、候補者を選定する期日までに登録が完了する場

合は例外とする。 

イ 構成員のうちいずれかの企業が(1)オ、カ及びキの要件を満たすこと。 

ウ 共同企業体で参加申込みをする場合は、次の事項に留意すること。 

・共同企業体の代表となる事業者を定め、その代表企業が本プロポーザルの

参加申込み及び企画提案書の提出を行うこと。 

・１事業者が複数の共同企業体の構成員となることはできない。また、共同

企業体の構成員となりながら単独で参加申込みをすることもできない。 

・代表企業又は構成員を変更することはできない。ただし、構成員に限り、

やむを得ない事情があると認めた場合は、変更を認めるものとする。 

・構成員の数は、３者以内とする。 

 

３ 募集内容 

(1)実施要領及び仕様書等の交付 

ア 交付場所 

〒250-0021 小田原市早川一丁目10番地の１ 
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(2)質問及び回答 

 

(3)参加の申込 

小田原市経済部水産海浜課（小田原市公設水産地方卸売市場２階） 

電話 0465－22－9227 

イ 交付期間 

令和６年（2024年）10月10日（木）午前９時から令和６年（2024年）10月30

日（水）の午後５時まで（ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除く。）の間、

随時交付する。 

ウ 入手方法 

上記アの場所で直接受け取る、又は小田原市のホームページからダウンロー

ドすること。 

ア 提出期限 

令和６年（2024年）10月24日（木）午後５時まで 

イ 質問方法 

提出期限内に、質問書（様式１）を電子メールにより提出すること。（提出

後、電話により、電子メールの着信を確認すること。）なお、口頭又は電話に

よる質問は受け付けない。 

ウ 提出先 

小田原市経済部水産海浜課海岸漁港係 

メールアドレス：su-gyoko@city.odawara.kanagawa.jp 

エ 回答 

(ｱ)小田原市ホームページにて公開 

(ｲ)令和６年（2024年）10月30日（水）予定 

ア 提出期限 

令和６年（2024年）10月31日（木）午前９時から令和６年（2024年）11月７

日（木）午後５時（必着） 

イ 提出先 

(1)ア 交付場所と同じ 

ウ 提出書類 

(ｱ)参加申込書（様式２） 

(ｲ)誓約書（様式３） 

(ｳ)共同企業体結成届（様式４） 

(ｴ)企業概要（様式５） 

(ｵ)応募者（企業）の業務実績調書（様式６） 

(ｶ)業務実施体制調書（様式７） 
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エ 作成要領 

(ｱ)応募者（企業）の業務実績調書については、業務の履行能力を評価するた

め、過去10年間（平成26年度以降）に完了した同種業務の実績を１件以上、

記入すること。 

(ｲ)それぞれの業務実績を証明する資料として、契約書及び仕様書の写し等を

添付すること。 

(ｳ)業務実施体制調書については、業務実績の欄に過去10年間（平成26年度か

ら令和５年度まで）において、該当の管理技術者が携わった「実施要領２

カ」に掲げる同種業務の実績を１件以上、記入すること。 

(ｴ)それぞれの業務実績を証明する資料として、契約書（当該業務に従事した

ことが確認できる書類含む）及び仕様書の写し等を添付すること。 

オ 提出部数 

２部（正本１部、副本１部） 

カ 提出方法 

(ｱ)提出期限内に、持参又は郵送等により提出すること。 

(ｲ)持参の場合は、提出期間中の土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、午前８

時30分から午後５時までとする。 

(ｳ)郵便の場合は、書留等郵便等の配達の記録が残る方法によることとする。

郵便事故等については応募者のリスク負担とし、異議を申し立てることは

できない。 

キ 書類選考及び結果の通知 

(ｱ)選考方法（非公開） 

・書類選考は「プレゼンテーション及びヒアリング審査」に参加できる応

募者４者以内を選定することを目的とし、応募者から提出された参加申

込書等をもとに総合的に選考する。 

・選考については、参考申込書等の内容について書類選考を実施し「２参

加資格要件」を満たしていることを確認したうえで、別紙「評価基準表

①客観的評価」の評価点が高い４者を選定する。 

・なお、評価点が同点となった場合においては、応募者（企業）の業務実

績のうち契約額や直近年度に履行した実績など総合的に判断する。 

・応募者が４者に満たない場合でも本プロポーザルは成立するものとし、

書類選考を実施する。 

(ｲ)結果の通知 

・書類選考の結果については、令和６年（2024年）11月12日（火）に応募

者に通知する。 

(ｳ)その他 

・書類選考の結果に関する問い合わせ、異議申し立ては一切受け付けな

い。 
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(4)企画提案書 

・提出書類は、書類選考を行う作業に必要な範囲において、複製を作成す

ることがある。また、提出された参加申込書等は返却しない。 

ア 提出期限 

令和６年（2024年）11月26日（火）の午後５時まで（必着） 

イ 提出先 

(1)ア 交付場所と同じ 

ウ 提出書類 

(ｱ)企画提案書提出届（様式８） 

(ｲ)企画提案書（任意様式） 

(ｳ)業務工程表（任意様式） 

(ｴ)参考見積書（任意様式） 

エ 提出方法 

(3)カ 提出方法と同じ 

オ 提出部数 

(ｱ)企画提案書提出届「ウ 提出書類(ｱ)」 ２部（正本１部・副本１部） 

(ｲ)企画提案書等「ウ提出書類(ｲ)～(ｳ)」 

10部（正本１部、副本２部、選定用７部） 

(ｳ)企画提案書等「ウ提出書類(ｴ)」  ２部（正本１部・副本１部） 

※記名版は、企画提案書等「ウ提出書類(ｲ)～(ｴ)」に応募者名、関連企業

名、ロゴマーク等の応募者を特定できる情報が記載されたものとする。 

※正本は代表者印が必要。副本は複写で可とする。 

※選定用の内容は正・副本と同じとするが、企画提案書等「ウ提出書類(ｲ)

～(ｴ)」については、応募者を特定できる情報を入れないこと。 

カ 作成要領 

(ｱ)企画提案書については任意様式とし、Ａ４サイズ両面印刷で６ページ以内

とし、ページを付番すること（表紙・特定テーマはページに含めない）。 

(ｲ)Ａ３サイズ片面印刷の使用も認めるが、１ページでＡ４サイズ２ページに

換算する。またＡ４サイズに折り込むこと。 

(ｳ)文字は注記等を除き原則として11ポイント程度以上の大きさとすること。 

(ｴ)仕様書「６ 業務内容」【 】内の提案内容について端的に要点を整理し、

業務を履行する上での重要な視点や技術的なノウハウについて提案する

こと。 

(ｵ)なお、特定テーマ３項目については、各テーマごとにＡ４サイズ両面印刷

で２ページ以内とし、業務を履行する上での重要な視点や技術的なノウハ

ウについて提案すること。 

(ｶ)参考見積書の宛先は小田原市長、業務名は「令和６年度小田原市公設水産
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４ 審査項目及び評価基準 

別表のとおり。 

 

５ 審査方法 

審査は、令和６年度小田原市公設水産地方卸売市場再整備基本構想策定支援業

務公募型プロポーザル審査委員会（以下「審査委員会」という。）において、「プレ

ゼンテーション及びヒアリング審査（非公開）」を実施する。 

企画提案書等の内容、プレゼンテーション及びヒアリングの結果を、「７審査項

目及び評価基準」に基づいて評価する。最も高い評価を受けた企画提案を行った者

を優先交渉権者として選定する。 

なお、最高評価の者が複数となった場合は、審査委員会の合議により順位を決定

し、本業務の優先交渉権者として選定する。 

地方卸売市場再整備基本構想策定支援業務」とし、応募者の所在、商号又

は名称、代表者職氏名を記載の上、代表者印を押印すること。 

(ｷ)参考見積書は、本業務に必要な全ての経費を見積ること。また、その積算

内訳を業務別に記載した内訳（様式任意）を添付すること。 

(ｸ)見積額は、消費税及び地方消費税は別途計上すること。 

(ｹ)合計額は、実施要領１(5)に示す上限額を超えないこと。 

ア 実施日時 

令和６年（2024年）12月４日（水）午後（予定） 

イ 実施場所 

小田原市公設水産地方卸売市場２階 水産海浜課会議室 

（小田原市早川一丁目10番地の１） 

ウ 審査の流れ等 

(ｱ)応募者は提案書の説明（パワーポイント）を20分のプレゼンテーションで

行う。 

(ｲ)パワーポイントによるプレゼンテーションの使用する資料は、提案書の内

容のみを使用した静止画とし、新たな内容の資料提示は認めない。 

(ｳ)プレゼンテーションに出席できる者は５名までとする。なお、本業務を担

当する管理技術者の参加は必須とする。 

(ｴ)プレゼンテーション後に、審査委員会による20分のヒアリングを行う。 

(ｵ)プレゼンテーションの場において、応募者が特定可能となるような表現を

しないこと。 

(ｶ)プロジェクター及びスクリーンは用意するが、パソコン及びケーブル等は

応募者が準備すること。 
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６ 審査結果通知 

プレゼンテーション及びヒアリング審査の結果は、令和６年（2024年）12月６日

（金）に、プレゼンテーション及びヒアリング審査に参加した応募者に対して、優

先交渉権者名と次点交渉権者名のみを通知する。また、審査結果は小田原市ホーム

ページ上に掲載する。 

７ 契約の締結  

(1)審査委員会が選定した優先交渉権者を当該業務に係る随意契約の相手として

契約を締結する。  

(2)優先交渉権者として採用された場合は、提出された企画提案書等及び参考見積

書の価格をもとに、業務委託契約のための仕様確認等の協議を行うため、改め

て見積書を提出する。  

(3)見積の金額は、原則、プロポーザル提案時の見積額の範囲内とする。なお、協

議が整わない場合、また、契約締結までに優先交渉権者が失格事項に該当した

場合は、次点者と協議し、契約交渉を行う。  

(4)企画提案書等に記載された事項が履行できなかった場合は、協議の上契約金額

の減額又は損害賠償請求等を行うものとする。 

 

８ 日程（予定） 

内 容 日 時 

実施要領等の公表日 令和６年（2024 年）10 月 10 日（木）  

質問書の提出期限 令和６年（2024 年）10 月 24 日（木） 午後５時まで 

質問書に対する回答公開日 令和６年（2024 年）10 月 30 日（水） （予定） 

参加申込書等の提出期限 令和６年（2024 年）11 月７日（木） 午後５時まで 

書類審査の結果通知  令和６年（2024 年）11 月 12 日（火） （予定） 

企画提案書等の提出期限 令和６年（2024 年）11 月 26 日（火） 午後５時まで 

プレゼンテーション及びヒア

リング審査の実施日  
令和６年（2024 年）12 月４日（水） （予定） 

エ その他 

(ｱ)辞退者が出た場合は、提案内容等が優先交渉権者として選定するに足りる

ものであれば、次点の者を優先交渉権者として選定する。 

(ｲ)応募者が１者であっても企画提案の評価を実施し、基準を満たしていると

判断した場合は、優先交渉権者として選定する。 

(ｳ)「４審査項目及び評価基準」により評価し合計400点を満点とする。なお、

合計点数が満点の60％（240点）に満たない場合は失格とする。また、委

員の各項目の評価点に０点があった場合も失格とする。 
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プレゼンテーション及びヒア

リング審査の結果通知・優先交

渉権者決定 

令和６年（2024 年）12 月６日（金） （予定） 

契約の締結 令和７年（2025 年）１月上旬    （予定） 

 

９ 失格事項 

本プロポーザルの応募者又は提出された企画提案書等が、次のいずれかに該当

する場合は、その提案を失格とする。 

(1)参加資格要件を満たしていない場合 

(2)提出書類に虚偽の記載があった場合 

(3)実施要領等で示された、提出期限、提出先、提出方法、書類作成上の留意事項

等の条件に適合しない書類の提出があった場合 

(4)提案見積金額が、見積限度額を超えた場合 

(5)企画提案書等の作成にあたり、第三者の特許権、著作権、商標権、実用新案権

その他の排他的権利を侵害した場合 

(6)審査委員会の委員に対して、直接、間接を問わず故意に接触を求めた場合 

(7)他の応募者と応募提案の内容又はその意思について相談を行った場合 

(8)その他選定結果に影響を及ぼすおそれのある不正行為を行った場合 

 

10 費用負担 

参加申込書兼誓約書及び企画提案書等の作成及び提出、その他本プロポーザル

の参加に係る必要な経費は、全て応募者の負担とする。 

また、やむを得ない理由等により、本プロポーザルを実施することができないと

認めるときは、停止、中止又は取り消すことがある。なお、この場合において本プ

ロポーザルに要した費用を市に請求することはできない。 

 

11 その他 

(1)本提案により知り得た情報は本提案以外の目的に使用してはならない。 

(2)提出書類の知的財産権は、提出したものに帰属するが、選定作業等において、

必要な範囲で複製を作成する場合がある。なお、提出された書類は、小田原市

情報公開条例（平成 14 年小田原市条例第 32 号）に基づく公開請求があったと

きは、公にすることにより、事業者の権利、競争上の地位その他正当な利益を

害するおそれがあるものを除き、公開することがある。 

(3)提出書類については、返却しない。 

 

 


